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原子力安全協定の運用実態にみる地方自治体の役割
清 水 知 佳
原子力安全規制の分野では、国が唯一かつ排他的な規制主体であり、地
方自治体による法令上の関与は予定されていない。原子力発電所の安全性
を検証したり、安全確保のためのシステムを構築したりするのは国の役割
であり、地方自治体は原子力発電所の設置許可・運転許可などについて権
限を有していない。こうした法制度上の限界を前に、地方自治体は事業者
との間に原子力安全協定を締結することで、地域住民の安全を確保すると
いう地方自治体の本来的任務を果たそうとしてきた。とりわけ、福島原子
力発電所の事故以降は、原子力安全協定の活用により当該任務の充実を目
指す自治体が増加している状況にある。そこで、本稿では、原子力安全協
定をめぐる議論を手掛かりに、原子力安全行政における地方自治体の役割
について、その拡大の可能性を探っていきたい。
Ⅰ．福島原発事故以降の原子力安全行政をめぐる地方自治体
の動き
福島原発事故以降、原子力安全行政に対して関与を強化しようとする地
方自治体の動きは、様々な場面で散見されてきた。原子力安全協定の活用
もその一つであるが、ここでは、まず、それ以外の動きを概観することで、
原子力安全行政に対する地方自治体の姿勢について、大まかな傾向を掴ん
でおくことにしたい。
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福島原発事故以降にみられた原子力関連法のさまざまな改正のなかで、
地方自治体の権利義務に影響を与えたものは、原子力安全規制分野ではな
く原子力災害対策分野においてのみ確認できる。
たとえば、原子力災害対策分野においては、原子力災害対策特別措置法
に基づく原子力災害対策指針の下、2012年12月に、原子力災害対策重点区
域のうち、避難、屋内退避、安定ヨウ素剤の予防服用等の緊急防護措置を
準備する区域（Urgent Protective action planning Zone；以下、UPZとい
う）の範囲をおおむね原子力発電所から30km 圏とし、これらの UPZ 圏
内に含まれる地方自治体（21都道府県136市町村）に避難計画の策定を義
務付けている。これにより、それまでの EPZ 圏（Emergency Planning
Zone、おおむね半径10km 圏）から大幅に防災対策の義務が課される範囲
が拡大したという大きな変化がもたらされた()。この新たに課された義
務を遂行するため、福島原発事故以降の自治体業務の大半は避難計画の策
定に費やされたとされる。このように、災害対策分野においては、地方自
治体の災害対処能力に注目が集まり、権利の拡大というよりもむしろ義務
の加重という側面は強いが、地方自治体への期待を込めて各種改正が施行
されたのであった。これに対して、安全規制分野においては、地方自治体
の権利義務に関する主だった改正はされず、そこでは、旧原子力法体系下
にみられた、国が安全規制を担い、地方自治体は災害対処にあたる、とい
う厳格な役割分担が何ら変わらず踏襲されている。
ところが、法制度上の役割分担がこのように堅持される一方で、原子力
安全行政に対する地方自治体の姿勢は福島原発事故以降に変化しつつある。
原子力安全神話が崩壊したいま、それまでにみられた国任せの姿勢に疑問
が投げかけられ、一部の地方自治体は、地域の環境、経済、住民を守るた
め、何ができるかを見つめなおしているのである。
具体的には、第一に、原子力安全行政に対する地方自治体の意思表明が
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挙げられる。概して、これまでの地方自治体は原子力安全行政を自治の管
轄外と捉えてきたが、地方自治体のなかにはそれまでの態度を改め、原子
力行政に対する意思決定を積極的に公表する動きが確認できる。たとえば、
県レベルでは、福島県が、国および東京電力に対して、県内原発の全基廃
炉を要請しており、市レベルでも、玄海原発30km 圏内の市町のうち伊
万里市、壱岐市、松浦市、平戸市の市長が反対を表明している。
第二に、稼働・再稼働をめぐる議決ブームがある。2011年月、牧之原
市議会は全国に先駆けて、原子炉の永久停止を決議している。すなわち、
「浜岡原子力発電所は確実な安全・安心が将来にわたって担保されない限
り、永久停止にすべきである」と決議している。さらに、西原茂樹市長
（当時）も、市民意識調査、市役所のおでかけトーク、企業の意向などを
考慮した結果、同決議に賛同し、「市民の安全と安心のために、浜岡原子
力発電所の永久停止は譲れません」と宣言する()。このように、地方自
治体が原子力の稼働の是非を含めた発議を行うというのは、管見の限り全
国初の試みであったが、以後、全国の自治体に波及していくこととなっ
た()。牧之原市原子力防災課に対するヒアリング調査では、決議が市の
行政活動に具体的にどのような影響を与えたのかについて明確な回答を得
ることはできなかったが、各種政党が混在する議会が一致団結して、ひと
つの意思決定を明確にしたことは、組織内の一体的な行政をスムーズにす
ること、ならびに、住民側からすると市の方針がわかりやすくなったとい
う積極的効果は容易に推測できる。なお、決議に加えて、意見書の提出と
いう手法も活用されている。再稼働への地元同意や安定ヨウ素剤配布など
に関して地方議会が地方自治法99条に基づいて、意見書を国会に提出する
ことが行われてきた(	)。但し、受理後の処理については、たとえば参議
院では、当該意見書の件名及び提出議会名を参議院公報に掲載し、関係委
員会に参考送付するという流れになっているが、その回答等を義務付ける
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制度にはなっていないという限界を有する(
)。
第三に、原子力に関する専門知の育成に力が注がれてきたことも指摘し
なければならない。たとえば、福島県では、2015年から、原子力職員研修
という名の下に、原子力行政に携わる県職員や市町村職員を対象に、職員
の原子力・放射能に関する知識の向上を図っている。そこでは、外部講師
が、原子力発電の仕組み等の基礎的な事項からはじまり、原子炉施設図面
の読み方や放射能の測定等の実技に至るまで幅広く教えている。通常、各
県の原子力安全対策課職員は（技術専門職を別として）、必ずしも原子力
を専門とするものではなく、前任の課は原子力と全く関連のない課から配
属されるという場合も少なくない。こうした事情の下において、原子力を
基礎から応用まで学ぶことのできる研修は大いに役立つであろう。また、
研修とは異なるが、防災監という役職が原子力担当職員をサポートすると
いう実態もある。一般にあまり知られていないが、防災監は、危機管理監、
防災対策監など自治体によってさまざまな職名で称されるが、防災対策の
専門家として、大規模な災害などの発生時に、住民の生命、身体、財産を
守るため、知事や市町村長が災害対策本部で行う応急対策等の総合的な調
整を補佐し、実施することを任務とする者である()。その多くに、自衛
官OBが任ぜられており、現役時代に培われた防災経験や指揮統率力を買
われて任命されている()。現在ではほとんどの自治体がこの役職を置い
ており、その横断的かつ総括的な判断に期待が集まる。というのも、防災
監は、非常時において必要となる迅速かつ的確な判断を、県庁や市町村内
部において横断的かつ総括的に行うことができるという長所を有し、原子
力規制の分野においても同能力を活かすことができるからである。
最後に、国の原子力規制地方組織との連携による国の検査等安全確認作
業への参加が挙がられる。具体的には、自治体職員の立ち合いである。福
島原発事故以降には、原子力規制委員会の地方組織として、原子力規制事
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務所（分室を含む）を原子力施設近傍に23か所設置し、それぞれに原子力
運転検査官、 原子力防災専門官、上席放射線防災専門官等を配置してい
る。これらの職務にある者は、原子力施設の安全確保および原子力防災を
主な任務とするが、その事務所が多くの場合（23か所中18か所）、県所有
のオフサイトセンター（2000年に原子力災害対策法に基づき設置）に併存
していることもあり、日頃から両者は意見交換や情報共有をし得る状況に
ある()。静岡県は、原子力安全に関する県の対応能力の向上を図るため、
国が実施する発電所設備や運転管理状況の実地検査等への県職員による立
合を、原子力規制庁浜岡原子力規制事務所の協力を得て、2013年10月から
実施している()。なお、青森、福島、福井にはそれぞれ地域原子力規制
総括調整官が名ずつ駐在し、原子力規制委員会の所掌事務に係る地方自
治体や関係機関への情報提供、連携、調整などを行っている。
以上をまとめると、原子力法制上に認められた地方自治体の権限は依然
として限定されていること、福島原発事故以降、自治体の姿勢に変化があ
り、政治的側面や事実上の対応において原子力安全行政に対する関与強化
を模索していること、が見て取れる。そのような中で、本稿のテーマであ
る原子力安全協定は、1960年代から自治体独自の原子力安全対策手法とし
て活用されてきたが、これについては福島原発事故の前後でどのような変
化があったのだろうか。以下では、原子力安全協定の概要を整理した上で、
その役割の変化を検証し、原子力安全行政に対する地方自治体の役割の拡
大可能性を模索することとしたい。
Ⅱ 原子力安全協定の概要
日本において初めて締結された原子力安全協定は、1969年	月に福島県
と東京電力間で締結された「原子力発電所周辺地域の安全確保に関する協
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定」である(10)。以後、地方自治体と電力事業者間で協定を締結すること
は慣例となり、現在では、すべての立地自治体が原子力安全協定を締結し
ている。
全国の原子力安全協定の内容を概観してみると、項目としては共通する
部分も多く、それらの共通項目が原子力安全協定の特徴を形作っていると
いうことができる。そこで、以下では、主な項目である、①関係諸法令の
遵守、②平時の情報共有・情報公開、③事故時の通報・連絡・立入調査・
措置要求、④新増設時や運転再開時の事前協議・了解について、その概要
を整理し、原子力安全協定の本来的特徴を探ることにしたい。
①関係諸法令の遵守
同項目は、周辺環境および発電所従事者の安全確保等のため、事業者に
対して、万全の措置を講じることを求めるとともに、関係諸法令等の遵守、
安全協定の誠実な履行を求めるものである。協定の冒頭に位置し、宣言的
要素が強い部分であるが、「協定の誠実な履行」を明文化していることは、
協定の法的拘束力をめぐり見解が別れているなかで、協定の実効性確保に
向けた一つの方策ということができよう(11)。
②平時の情報共有、情報公開運転情報等定期報告、放射線等測定・公表、
情報公開
この点に関する規定としては、事業者に対して、発電所の運転状況や冷
却排水の状況等についての定期報告を求める規定（運転情報等定期報告規
定）を基本として、さらに、環境放射線や空気中放射性物質等の測定（モ
ニタリング）および公表を求める規定（情報公開規定）などがある。情報
共有の前提になるモニタリングについては、もともと、原子炉等規制法の
下で事業者が実施の義務を負っているが、原子力安全協定では、モニタリ
ングの信頼度を挙げるべく、地方自治体もモニタリングを実施して相互に
調査結果を照合すると規定していることが多い(12)。
38 法学論集 82 〔山梨学院大学〕
─ 38 ─
③事故時の通報・連絡・立入調査・措置の要求
同項目によれば、原子力施設内で事故等のトラブルが発生した場合には、
事業者は、直ちに関係自治体に連絡しなければならない。その後、連絡を
受けた関係自治体は、通常、当該情報を記者会見やホームページ上で公表
し、続く立入調査により事故時の現場確認、主要な改造工事や定期検査の
状況確認を実施することになっている。なお、多くの原子力安全協定にお
いては、こうした異常時に限らず、平常時においても、事業者の取組状況
を確認する立入調査を認める規定を置いている。
加えて、同項目では、立入調査の結果、何らかの異常が認められた場合
には、適切な措置の要求を求めることもできるとも規定されている。その
具体的な措置としては、通常、原子炉の運転方法等の改善が予定されてい
るが、原子炉の運転停止が明記されている例もある(13)。なお、こうした
措置要求に対しては、事業者は誠実に対応する義務、および、適宜状況を
報告する義務が協定上課されている。
④新増設時や運転再開時の事前協議・了解
協定が定める事前協議・了解規定については、新増設に対するものと、
運転再開に対するものがある。前者は、発電所の新増設に伴う土地の利用
計画、冷却水の取排水計画および建設計画、ならびに、発電用施設の増改
築計画や新型燃料の採用計画、核燃料物質貯蔵設備など原子炉施設等の重
要な変更について、事前に関係自治体の協議ないし了解を得ることを求め
るものであり、全国すべての原子力安全協定はかかる事前協議・了解規定
を有している。この点、（事前了解ではなく）事前協議を要すると記して
いる場合があるが、協定の解釈書等では「事前協議を通じた事前了解」と
いう整理がされている。
続いて、後者の運転再開に関する項目は、協定上の措置要求や国の命令
に応じて原子炉の運転が停止した場合に、その再開に際して、関係自治体
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と運転の再開について事前に協議しなければならないと定めている。新増
設時の規定と異なり、新潟、福井、青森などの一部の協定でしか定められ
ていない。但し、現場においては、了解規定が協定上にあるか否かに関わ
らず、地元自治体の了解を得ることが必要であるという認識がある(14)。
その他にも、すべての原子力安全協定に共通する項目としては、放射性
廃棄物の適切な管理や防災対策への協力を事業者に求める規定や、事故発
生時の誠意ある補償を事業者に求める規定、原子炉監視の役割を担う協議
会・連絡会の設置を定める規定などがある。上記の	項目を含め、これら
の共通項目からは、原子炉の安全確保に地方自治体が直接関与しようとし
ているという特徴を見出すことができる。とりわけ、措置要求規定や事前
了解規定などは、これを活用することで原子炉稼働の有無に直結する可能
性があり、実際に、一部の地方自治体では福島原発事故以前からこれらの
規定が活用されてきたわけである。
では、福島原発事故以降はどうなっているのかといえば、①協定の活用
を検討する自治体の増加、②協定内容の改正を検討する自治体の増加、③
新協定の締結を求める自治体の増加、という傾向を見て取ることができる。
このうち、①②については、福島原発事故以前から協定の活用を模索して
きた地方自治体の動きの延長線上で捉えることができ、その絶対数が増加
傾向にあると整理することが素直であろう。そのこと自体、地方自治体の
「姿勢」の変化という意味では非常に重要であるが、「役割」の変化とい
う意味では、③の変化が重要である。
そこで、以下では、③の変化に着目し、地方自治体の役割の変容を検討
することにしたい。③の変化には、大きく、廃炉協定の締結と隣接協定の
締結というつの動きがあるが、原子炉の稼働の有無に直結する可能性の
ある協定は後者であり、本稿では後者を中心に検討を進めることとしたい。
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Ⅲ 隣接協定
地方自治体に法令上の安全規制権限が与えられていないなかで、安全協
定は実質的な関与を可能とする非常に便利なツールとして多用されてきた。
地方自治体は、これまでに、市町村合併や福島原発事故を契機にそれまで
の協定を見直したり、廃炉協定という新たな協定を締結するということを
行ってきた。本稿は、そうした動きのなかで、周辺自治体が事業者との間
に締結する「隣接協定」に着目した。以下、隣接協定の現状と課題につい
て考察する。
（）隣接協定とは
原子力安全協定は、事業者と立地自治体が締結するいわゆる立地協定を
基本とするが、対周辺自治体との間で締結する隣接協定という形も認めら
れる。
1971年月に静岡県と中部電力との間に締結された「原子力発電所の安
全確認等に関する協定」（同協定は1981年、2007年に改訂されているが、
ここでは浜岡安全協定と総称する）は、全国で初めての隣接協定である。
事業者は、通常、立地協定を先に締結し、その後の状況に応じて、周辺自
治体との間にも協定を締結するという流れが一般的であるが、浜岡安全協
定はこの限りではない(15)。というのも、浜岡安全協定は、最初の締結時
から立地市町村である浜岡町だけでなく、その隣接町である御前崎町、相
良町を協定当事者に含んでいたのであった(16)。同協定がこのように先駆
的であった理由には、浜岡原発の立地が大きく関係しているとされる。す
なわち、同発電所は、所内に港湾を持たないという特徴を有しており、建
設機材等の運搬には東に約6km離れた御前崎港を使用していた。立地市
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である旧浜岡町は港がないため、地元漁協との交渉を不得手とし、主な漁
協がある旧御前崎町や旧相良町との意見集約が必要であり、これら旧三町
が中心となり、「浜岡原子力発電所問題対策審議会」を作った。この審議
会における議論の結果、周辺自治体を含んだ最初の協定が生み出されたの
である。
このように、浜岡安全協定は発電所の特殊な地理的事情が大きく影響し
ているが、一般には、隣接協定が締結される経緯については、福島原発事
故以前は、新規増設の計画や各種設備に関する事故の発生が発端となる場
合が多かったとされる。たとえば、福井県では、大飯原発・	号機増設
計画を契機として小浜市隣接協定（1984年12月）が結ばれ、また、美浜第
二原発号機蒸気発生器伝熱管破断事故を契機として隣接協定（1991年
月）が結ばれている(17)。それに対して、福島原発事故以降には、2012年
における、EPZ から UPZ の防災対象となる範囲の拡大、を契機とする場
合がほとんどである。すなわち、新たな UPZ の範囲に含まれることにな
った自治体が一斉に隣接協定の締結に乗り出したのであった。
（）締結主体
隣接協定の締結をめぐっては、①周辺自治体とはどこまでを指すのかと
いう範囲に関する論点と、②県はどこまで関与するのかという締結主体に
関する論点が考えられる。
まず、①については、UPZ の範囲に限られるという見解があるが、協
定があくまでも事業者との間の合意に基づくことに鑑みれば、それに限定
される必要はない(18)。実際に、新潟では、2013年月に、全国初の試み
として、立地自治体である柏崎市、刈羽市を除くすべての市町村（28市
町）が、協定を締結している(19)。
次に、②については、事業者と県、周辺自治体という者締結型（静岡
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県、福島県など）と、事業者と周辺自治体間で締結するという者締結型
（鹿児島県、島根県など）のつのパターンがあり、県を当事者に含んで
いるか否かという違いがある。県には協定に参加する義務が存在しないた
め、当事者として参加するか否かは完全に県の意向に委ねられていること
となる。しかしながら、県が広域行政主体であることを鑑みれば、隣接協
定についても、立地協定と同様の監督的立場として協定当事者となるのが
望ましいであろう。そうでなければ、県が周辺自治体を代表することにも
なりかねず、それは補完性の原理に反するだけでなく、協定締結を阻む要
因となり得る。実際に、県の関与を望む声は周辺自治体からも挙げられて
おり、たとえば、2012年月に愛媛県八幡浜市、大洲市及び西予市が愛媛
県に対して、四国電力間の協定締結への調整依頼を行っている。同様に、
島根県出雲市、安来市、雲南市も2013年10月に、島根県に対して、市が
中国電力に要求している協定の締結に向けた取り組みへの支援を要請して
いる(20)。この点、筆者は県が隣接協定の当事者となっていない場合の理
由についてインタビュー調査を行ったが、その回答は一様ではなかった。
たとえば、島根県は、隣接協定を締結することは、立地協定を締結するこ
とと重複することになる、という説明をしている(21)。その他には、福井
県や鹿児島県のように、周辺自治体との間に、「立会人」として参加して
いることを理由として挙げる。また、協定当事者とならなくとも自治体の
支援は可能であるという声も聞くことができた。しかしながら、事業者に
とって協定締結はあくまでも任意であることに鑑みると、周辺自治体が協
定締結に向けた交渉を自身のみで対処することは不当に重い任務であると
思われる。そのため、県が隣接協定締結の必要性を理解し、周辺自治体の
側に立って締結当事者として参加することの意味は大きいであろう。この
点、福島県は事業者に対して、県自身が当事者として隣接協定に参加する
意思があることを明らかにした上で、隣接協定の早期締結に関する申し入
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れを行っているが、これは広域行政主体たる県の立場を十分に意識した姿
勢として高く評価できよう(22)。
（）内容─安全協定との差異‐
隣接協定は、安全協定（立地協定）に比べてその内容が劣るという格差
の問題を抱える。争点となるのは、事前了解や立ち入り調査などの項目で
あり、隣接協定のほとんどはこれらの項目が抜け落ちている。たとえば、
先に挙げた、新潟県全市町村と事業者間の協定は、平常時における連絡会
の設置、異常時における通報連絡、現場確認などを内容とし、残念ながら、
連絡通報要綱に等しい(23)。
これまでに多くの周辺自治体が、事業者に対して立地自治体と同等の保
護を求めて活動してきたが、その道のりは容易ではないことがわかる。た
とえば、鹿児島県では、川内原発の再稼動が具体化しはじめた2014年月
30日に、30km 圏内の自治体である、いちき串木野市と日置市の議会が、
再稼動の同意権の拡大を求める意見書を採択しているが、実現しなかっ
た(24)。また、静岡県では、2016年月に島田市、磐田市、焼津市、藤枝
市、袋井市、吉田町および森町が、「浜岡原子力発電所の周辺市町の安全
確保等に関する協定」を締結したが、同協定に基づく市の権限は立地協
定に「準ずる」という表現に留められており、その解釈が議論となってい
る。これについては、事前了解はもちろんのこと、立入調査に至っても立
地協定当事者（県、	市）に同行する形でしか認められていない、ことを
考慮すれば、準ずるとは「下回る、下位に位置する」と読むのが自然であ
ると思われる(25)。
隣接協定締結は上記のように容易ではないが、その道のりのなかには県
との覚書という選択肢も考えられる。たとえば、出雲市、安来市および雲
南市の市は、「『島根原子力発電所周辺地域住民の安全確保等に関する協
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定』に係る覚書」を2013年に締結している。そこには、県が事業者との間
に締結している安全協定の運用において、県が市の「考えをよく理解し、
誠意をもって対応」し、発電所をめぐる重要な判断・決定を行う際には
市に説明し、国・電力業者等に回答する際は、市の意見を付して届ける
ことが記されている。すなわち、安全協定上の権限を有しない市ではあ
るが、安全協定の当事者である県の意見形成過程に関与するという間接的
な形で、事業者に対して意見を述べる権限を得たこととなる。そして実際
に、市はこの覚書に基づき、第二原発の新規制基準適合審査の申請に必
要な事前了解に対応している。すなわち、市は県から事前了解に関する
意見照会を受け、議会での議論、住民説明会の開催を経て事前了解を了承
したのである。なお、市は以後、原子力安全行政に対する強い危機感、
関心を基に、隣接協定締結への弛みない努力を行い、	年後の2017年には、
隣接協定の締結を実現している。覚書はある種の妥協策にも見えるが、こ
の事例が示すように、事業者への強い意思表示として働き、隣接協定を締
結するためのマイルストーンとなり得るのである。
やや視点が異なるが、ヒアリングを経て気になったのは、内容格差につ
いて、それが実質的には相違がないという見解である。たとえば、福島県
では東京電力が廃炉協定（1976年に締結した安全協定に代わるもの）を、
2015年に立地市町村との間に締結し、その後2016年に周辺市町村との間に
も締結しているが、前者では施設新増設への事前了
・
解
・
が認められているの
に対して、後者では事前説明となっている。筆者は、かかる経緯について
福島県危機管理部原子力安全対策課に対してインタビューすることができ
た(26)。同県からは、県には、県、立地町、周辺11市町で構成される廃
炉安全監視協議会という組織が設けられており、同協議会を通じて、周辺
市町村は県および立地町と実質的には同等の権限を有するという旨の回
答を得た。具体的には、同協議会には、立ち入り調査権と措置要求等の権
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限が認められており、実際にも、福島第一原発における
つの廃棄物関連
施設については、上記プロセスを経て事前了解が行われている（2016年12
月21日)(27)。このように、周辺自治体が各種協議会を通じて意見を集約す
るという考えは他の自治体においても見られたが、協定の運用において格
差を解消するこうした試みは、協定の法的拘束力に争いがあるなかでは実
益が低いといわざるを得ず、事業者の言い逃れを封じるためにも、文言上
の平等を実現するのが最良であると思われる。
以上、内容格差の実態を考察してきたが、同議論を展開するなかでとも
すると見落とされがちなのがその正当性である。すなわち、その差異を設
ける根拠についての議論が欠けているように思われる。この点、インタビ
ュー調査では、災害時の放射能の影響を内容格差の理由として挙げる自治
体が多かった。これは、事故時における放射能の影響の大きさからして、
原発に近い自治体のほうがそうでない自治体よりも放射能の影響を大きく
受ける可能性があるため、その保護の面において差異が設けられるのは仕
方がない、という趣旨である(28)。こうした見解に対しては、福島原子力
発電所事故におけるモニタリング結果で明らかになったように、同心円状
の拡散は必ずしも妥当ではないという反証があてはまるであろう。次に、
立地自治体が有する既得権益の尊重という考えがある。これは、たとえば、
立地市町村が事業者との間に幾重もの協議を重ねた末、決死の努力の下に
得た権利を、後から参入してくる周辺自治体にやすやすと認めるわけには
いかないといったぐあいである。多分に政治的な問題であるが、インタビ
ュー調査からは、この考えは立地自治体の多くに共通するように感じた。
また、県自らが差異のある原案を作成し、周辺自治体に提示し、承認を求
めるという事例も確認できた。たとえば、福島県は他県の隣接協定を参考
とするとともに、隣接協定締結前から組織している前述の廃炉安全監視協
議会の取り組みなどを踏まえて、差異のある原案を作成したと回答してい
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る(29)。
このように、隣接協定の差異については、原発からの距離を理由に正当
化され、十分な議論がなされていないままに、実質的な運用面において周
辺自治体が差異の解消に努めているという実態がある。しかしながら、安
全協定が地方自治体の実質的規制手段として効果を発揮していたように、
隣接協定についてもそれを期待するならば、隣接協定上に安全協定と同等
の内容を明記することが地方自治体のさらなる活躍を後押しすることにな
るであろう。
Ⅳ おわりに
以上、本稿では、原子力安全協定を素材に、原子力安全行政に対する地
方自治体の役割の変容を明らかにしてきた。すなわち、福島原発事故以前
から、一部の地方自治体は、原子力法制上の権限が限定されていることを
踏まえ、原子力安全協定を通じた原子力安全行政に対して関与を模索して
きたが、福島原発事故以降は、福島原発事故を踏まえ、原子力安全行政へ
の関与を求める自治体が増加する中で、新たなタイプの原子力安全協定が
登場しているという変容である。その典型例が、Ⅲで取り上げた隣接協定
であり、ここに、地方自治体の役割の拡大傾向が見て取れるというわけで
ある。
他方で、本稿では、隣接協定締結過程やその運用実態を観察した結果、
必ずしも地方自治体の役割の拡大という形で隣接協定が機能しているとは
言い難い実態を把握することもできた。すなわち、本稿では、地方自治体
の役割が担保されているのかという観点から隣接協定についてインタビュ
ー調査を実施したが、周辺自治体が立地自治体と同程度の役割を担うとい
う意味で地方自治体の役割拡大を実現するには、多くの障壁があることが
原子力安全協定の運用実態にみる地方自治体の役割 47
─ 47 ─
明らかになった。例えば、協定締結過程で県の協力が得られるか否かは県
の意向次第であり、広域行政主体としての県が隣接協定締結に消極的であ
れば、周辺自治体の立場は県が代表すればよいことになってしまいかねず、
隣接協定締結は非常に困難になってしまう。加えて、隣接協定の内容は、
立地協定に比べて劣ることが多く、その格差が「原発からの距離」という
観点から正当化されてしまっている現状にある。この点については、協定
の運用次第で、実質的に立地協定と同一の対応が可能という受け止め方も
行政実務にはあるようであるが、やはり、協定が事業者との合意のもとで
締結されるものである以上、文言の差異は大きいと言えよう。その意味で
は、今後、地方自治体の役割の拡大傾向を実質的に担保していくには、さ
しあたり、福島原発事故以前から存在する原子力安全協定の枠組みを、い
かに隣接協定に拡大していくことができるかが重要になろう。とりわけ、
事前了解規定に代表される、原子炉の安全確保に自治体が直接関与する規
定の整備が重要である。
この点で注目すべき動きとして、最後に、茨城県東海村の事例を紹介す
ることとしたい。日本原子力発電は2018年月29日、東海村だけでなく、
周辺市町村（東海村、水戸市、日立市、ひたちなか市、那珂市、常陸太
田市）との間に、再稼働の事前了解を含む内容の協定「日本原子力発電株
式会社東海第二発電所の新規制基準適合に伴う稼働及び延長運転に係る原
子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定」を締結した。再稼
働への事前了解という法制度上のグレーゾーンに挑戦したものとして、話
題となったが、2012年に提案したものが、
年半の協議を経て実を結んだ
こととなる。同協定第条は、実質的事前了解というタイトルにおいて、
「この協定においては、乙が新規制基準適合に伴う稼働及び延長運転をし
ようとするときは甲による意見の提起及び回答の要求並びに乙による回答
の義務、甲による現地確認の実施、協議会における協議並びに甲による追
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加の安全対策の要求と乙による適切な対応義務とを通じた事前協議により
実質的に甲の事前了解を得る仕組みとする」と定める(30)。この特徴は、
再稼働を行う前に、市町村それぞれが、事前協議を求めることができ、
それぞれが納得するまで協議を行うことができる権限を認められたという
点にある。隣接協定の限界とも考えられていた、再稼働に関する事前了解
規定が追加された今、確認書（協定の解釈書）に示されている、事業者の、
「市町村が納得するまでとことん協議を継続する」義務がどのように履
行されるのか、今後の運用に注目していきたい。
本稿は、科学研究費補助金（課題番号16H07310）による研究成果の一
部である。
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